交通環境課

平成28年度　事業別最終予算額及び決算額（又は決算見込額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【環境管理室交通環境課】
（単位：円）
	事業名
	最終予算額
	決算額又は
（決算見込額）
	グループ名

	大阪府自動車NOx・PM総量削減計画の推進　
	9,920,000
	（9,805,800）
	自動車環境対策グループ

	大阪自動車環境対策推進会議の運営
	　513,000
	（513,000）
	自動車環境対策グループ

	エコカーの普及推進
	　－
	　－
	自動車環境対策グループ

	天然ガススタンド及び水素ステーションにおける共同事業　
	　－
	　－
	自動車環境対策グループ

	流入車対策の推進
	　31,221,000
	（28,661,923）
	自動車排ガス規制・指導グループ

	法・条例等に基づく事業者に対する指導等
	577,000
	（516,557）
	自動車排ガス規制・指導グループ

	自動車環境対策の普及・啓発
	　－
	　－
	自動車排ガス規制・指導グループ

	騒音規制法・振動規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制指導
	　2,687,000
	（1,927,846）
	騒音振動グループ

	市町村環境担当職員騒音振動研修会の開催
	57,000
	（22,500）
	騒音振動グループ

	新幹線及び在来鉄軌道に係る騒音・振動対策の推進
	　－
	　－
	騒音振動グループ

	自動車騒音への対応
	5,148,000
	（4,144,603）　
	騒音振動グループ

	航空機騒音調査
	　6,907,000
	　（6,756,089）
	騒音振動グループ

	騒音振動の検査分析等
	※
	※
	騒音振動グループ

	子ども施設地域共生応援事業
	11,581,000
	（9,750,940）
	騒音振動グループ


※「自動車騒音への対応」に、「騒音振動の検査分析等」の最終予算額及び決算額（決算見込額）を含む。
自動車環境対策グループ

１　大阪府自動車NOX･PM総量削減計画の推進

自動車から排出される窒素酸化物（NOX）及び粒子状物質（PM）の総量を削減し、二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準を達成するため、平成25年6月に策定した「大阪府自動車NOX・PM総量削減計画」〔第3次〕に基づく事業を行った。

(1) 総量削減計画の進行管理

総量削減計画の的確な進行管理及び自動車から排出されるNOX及びPMの削減対策を推進するため、環境省から委託を受け、平成26年度における大阪府内の自動車交通量、走行量、自動車排出ガス量や各種対策の削減効果量の算定及び信号交差点におけるNOXの簡易測定調査を行った。また、自動車交通量等を用いて、現状年度（平成27年度）及び将来年度（平成32年度）における二酸化窒素濃度の予測を行った。
学識経験者等で構成する「大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画進行管理検討部会」及び「大阪府環境審議会流入車対策部会」を合同開催し、流入車対策及び大型車を中心とする自動車環境対策の新たな取組について検討を行った。その検討結果を踏まえ、流入車規制については、効果的かつ効率的な規制を行うため、大阪府生活環境の保全等に関する条例を改正し、事業者の取組のうちステッカーの表示義務を取り止めるなど一部の義務を緩和した。
①　会議の開催状況

・大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画進行管理検討部会

  （大阪府環境審議会流入車対策部会との合同開催）

開催日：平成28年６月１日、７月21日、10月28日

②　委託事業

・総量削減計画（自動車NOX ･PM）進行管理調査業務
委託期間：平成28年７月６日～平成29年３月３日

委託金額：1,917,000円

委 託 先：ソシオエンジニアリング（株）

・信号交差点における窒素酸化物簡易測定業務
委託期間：平成28年７月５日～平成29年３月３日

委託金額：2,268,000円

委 託 先：（株）環境総合テクノス

・二酸化窒素濃度等算定調査業務
委託期間：平成28年11月14日～平成29年３月24日

委託金額：4,968,000円

委 託 先：ソシオエンジニアリング（株）

（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	4,720
	0
	0
	5,288
	10,008

	
	決算額
	4,720
	0
	0
	5,286
	10,006

	２７
	予算額
	4,380
	0
	0
	3,669
	8,049

	
	決算額
	4,379
	0
	0
	3,592
	7,971

	２８
	予算額
	4,185
	0
	0
	5,004
	9,189

	
	決算額
	4,185
	0
	0
	4,968
	9,153


根拠法令：自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx・PM法）

２　大阪自動車環境対策推進会議の運営

自動車公害対策や地球温暖化対策を推進するため、大阪府、大阪市、堺市、大阪府警察本部、近畿運輸局等の行政機関及び経済団体等で構成する「大阪自動車環境対策推進会議」において、府民に対する啓発、事業者を対象としたセミナー等の開催、おおさか交通エコチャレンジ推進運動などの活動を行った。

(1)　会議の開催状況

総会（平成28年７月11日）
・平成27年度活動報告及び平成28年度活動計画の審議等
(2)　活動状況

①　啓　発

６月の環境月間に開催の大阪南港エコフェスタにおいて、エコドライブシミュレーターを使った啓発を行ったほか、事業者を対象としたエコドライブセミナー、実車講習会の開催や、イベントなどでリーフレット・ポスター等により、エコドライブの実践やエコカーの使用等について啓発を行った。
②　おおさか交通エコチャレンジ推進運動　

（自動車排ガス規制・指導グループ　３（１）参照）

（負担金、補助及び交付金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	0
	0
	0
	500
	500

	
	決算額
	0
	0
	0
	500
	500

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	500
	500

	
	決算額
	0
	0
	0
	500
	500

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	500
	500

	
	決算額
	0
	0
	0
	500
	500


根拠法令等：大阪自動車環境対策推進会議要綱

３　エコカーの普及推進

電気自動車やハイブリッド自動車等のエコカーの普及を図るため、大阪府、大阪市、堺市、近畿運輸局等の行政機関及び自動車メーカー、関連団体等で構成する「大阪エコカー協働普及サポートネット」において、自動車メーカーやエコカー普及に取り組む事業者など関係機関との協働により、展示イベント等の啓発活動やエコカーの率先導入など、エコカー普及に向けた取組みを行った。

(1)　エコカーの率先導入や普及啓発の取組み

サポートネット構成員が自らエコカーの率先導入に取り組むことで、エコカーの普及促進に努めた。また、府民や事業者に周知を図るため、大阪南港エコフェスタ、いばらき環境フェア等のイベントにおいて、エコカー展示会を実施した。

府公用車へのエコカー導入状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：台）

	年度
	電　気・プラグインハイブリッド
	天然ガス
	ハイブリッド
	燃料電池
	クリーンディーゼル・

超低燃費車
	計

	２５
	7
	88
	188
	1
	68
	352

	２６
	６
	63
	200
	1
	114
	384

	２７
	３
	53
	202
	０
	174
	432


４　天然ガススタンド及び水素ステーションにおける共同事業

大阪ガス（株）との共同事業により、燃料供給施設の安全性の理解促進と天然ガス自動車及び燃料電池自動車の普及促進を図った。

北大阪流通業務団地充填所

設置時期：天然ガススタンド　平成８年４月

水素ステーション　平成27年４月

設置場所：茨木市宮島２－４－８

敷地面積：1731.34㎡

事業内容：①燃料電池自動車等の展示会の開催　13回

②現地見学会等の開催　３回

自動車排ガス規制・指導グループ
１　流入車対策の推進

(1)　流入車規制

府内37市町の対策地域(能勢町、豊能町、太子町、河南町、千早赤阪村、岬町は対策地域外)において、車種規制適合車等の使用を推進するとともに、対象自動車に貼付が義務付けられている適合車等標章（ステッカー）を作成し交付した。

学識経験者等で構成する「大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画進行管理検討部会」及び「大阪府環境審議会流入車対策部会」を合同開催し、流入車対策及び大型車を中心とする自動車環境対策の新たな取組について検討を行った。その検討結果を踏まえ、流入車規制については、効果的かつ効率的な規制を行うため、大阪府生活環境の保全等に関する条例を改正し、事業者の取組のうちステッカーの表示義務を取り止めるなど一部の義務を緩和した。（自動車環境対策グループ１（１）参照）
・委託事業：大阪府流入車規制適合車等標章交付等業務

①　委託期間：平成28年4月1日～平成28年4月30日

委託金額：2,077,581円

委 託 先：アール・オー・エス西日本（株）

②　委託期間：平成28年5月1日～平成29年3月31日

委託金額：24,098,148円

委 託 先：アール・オー・エス関西（株）

（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）
	年度
	
	財源内訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	0
	0
	0
	28,229
	28,229

	
	決算額
	0
	0
	0
	25,702
	25,702

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	31,662
	31,662

	
	決算額
	0
	0
	0
	25,064
	25,064

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	28,284
	28,284

	
	決算額
	0
	0
	0
	26,176
	26,176


適合車等標章交付状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:件）

	年度
	交付数
	交付数内訳
	年度末

交付累計

	
	
	適合車
	経過措置対象車
	

	２６
	86,681
	86,681
	0
	1,288,386

	２７
	81,282
	81,282
	0
	1,369,668

	２８
	80,468
	80,468
	0
	1,450,136


(2)　立入検査・指導

流入車規制の実効性を高めるため、対象自動車が集中する施設等において計画的に立入検査及び指導を実施するとともに、通報があった事案についても立入検査及び指導を行った。

○立入検査実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：台）

	年度
	検査回数
	検査台数
	検査結果

	
	
	
	非適合車
	非適合車率

	２６
	101
	6,702
	60
	0.9％

	２７
	146
	7,889
	53
	0.7％

	２８
	110
	4,792
	21
	0.4％


２　法･条例等に基づく事業者に対する指導等

(1)　自動車使用管理計画書・実績報告書

自動車NOx･PM法に基づき、30台以上の自動車（白ナンバー）を使用する特定事業者に対し、低公害車の導入や車両走行量の削減に取り組むための管理計画書（計画期間：５年毎）や毎年度の実績報告書の提出を求め、その取組みについて指導・助言した。

○特定事業者数　　　　（単位：社）

	年度
	事業者数

	２６
	557

	２７
	555

	２８
	505


根拠法令：自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx･PM法）
(2)　温暖化防止のための対策計画書・実績報告書
大阪府温暖化の防止等に関する条例に基づき、自動車100台以上（タクシー事業者は250台以上）を使用する特定事業者に対し、低燃費車の導入や公共交通機関利用促進等による温室効果ガスの排出抑制等に取り組むための対策計画書（計画期間：３年毎）や毎年度の実績報告書の提出を求め、その取組みについて指導･助言した。

○特定事業者数　　　　 （単位：社）

	年度
	事業者数

	２６
	125

	２７
	125

	２８
	120


根拠法令：大阪府温暖化の防止等に関する条例

(3)　アイドリングの規制

大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、駐車時におけるアイドリングの停止について周知・遵守の徹底を図った。

根拠法令：大阪府生活環境の保全等に関する条例

(4)　グリーン配送の届出等

本庁、出先機関及び警察本部で購入する物品を業者が納品するときには原則として低公害車などを使用する「グリーン配送」を実施しており、その届出や変更届を受け付けた。

○大阪府グリーン配送適合車届出台数累計

（単位:台）

	年度
	累計

	２６
	10,197

	２７
	10,495

	２８
	10,790


根拠法令等：大阪府グリーン配送実施要綱

３　自動車環境対策の普及・啓発

(1)　おおさか交通エコチャレンジ推進運動（大阪府自動車環境対策推進会議事業）

これまで実施していた「おおさか交通エコチャレンジ推進事業者」制度を改め、自ら率先して、「公共交通機関利用の推進」、「エコカー使用等の推進」、「エコドライブの推進」といった環境に配慮した自動車利用を実践している府内事業者を「おおさか交通エコチャレンジ宣言事業者」として登録した。また、すぐれた取組みを行った事業者をホームページで紹介した。

	年度
	登録事業者数※

	２６
	93

	２７
	103

	２８
	67


　　　　　　※　26,27年度は「おおさか交通エコチャレンジ推進事業者」

　　　　　　　　28年度は「おおさか交通エコチャレンジ宣言事業者」数

(2)　エコドライブの促進

「エコドライブ」への取組みを促進するため、府内市町村やその他の事業者等を対象にエコドライブシミュレーターの貸出や講習会を実施した。

1 コドライブシミュレーター貸出（対象者：市町村、事業者）
	年度
	貸出回数
	参加者数

	２６
	23
	261

	２７
	17
	805

	２８
	15
	698


2 エコドライブ講習会（対象者：府･市町村職員、事業者）
	年度
	開催回数
	参加者数

	２６
	18
	543

	２７
	13
	581

	２８
	12
	380


(3)　安全運転管理者講習会でのリーフレット配布

（一財）大阪府交通安全協会が実施する安全運転管理者等法定講習を受講する事業者にエコドライブ等の自動車環境対策の取組みを促すためのリーフレットを配布した。
	年度
	配布枚数

	２６
	13,996

	２７
	17,420

	２８
	18,042


騒音振動グループ
１　騒音規制法・振動規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制指導
深夜における営業等の制限や航空機による商業宣伝放送の規制等について事業者を指導した。

工場・事業場や建設作業等の騒音・振動に関する規制権限を有する市町村に対して技術的支援を行った。また、大阪版地方分権推進制度により、以下の権限を市町村へ移譲するとともに事務移譲した市町村に対して同実施要綱に基づき財源措置として交付金を交付した。

(1)　 大阪版地方分権推進制度による移譲市町村（H29.4現在）

	
	移譲実績
	備考

	騒音規制法に係る規制基準設定事務等
	10町村
	

	振動規制法に係る規制基準設定事務等
	10町村
	

	騒音に係る環境基準の地域類型の指定
	10町村
	

	深夜における営業等の制限に係る規制
	堺市他26市町
	


(2)　大阪版地方分権推進制度移譲事務交付金　　　　　　　 　　　　　　　（単位：千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	0
	0
	0
	1,383
	1,383

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,349
	1,349

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	2,893
	2,893

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,853
	2,853

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	2,108
	2,108

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,643
	1,643


２　市町村環境担当職員騒音振動研修会の開催　

市町村の騒音・振動担当職員の事務・技術能力の向上を図るため、研修会を開催した。

	年度
	開催回数
	参加者（延べ人数）

	２６
	６回
	166

	２７
	６回
	168

	２８
	６回
	166


３　新幹線及び在来鉄軌道に係る騒音・振動対策の推進　

　　沿線自治体と連携を図り、鉄道事業者による騒音・振動対策を促進した。

４　自動車騒音への対応　
(1)　沿道環境対策の推進　

大阪府道路環境対策連絡会議（国土交通省大阪国道事務所、府、大阪市等で構成）の関係機関と連携を図り、沿道における環境対策の推進を図った。

(2)　自動車騒音の常時監視　

自動車騒音対策を推進するため、幹線道路の沿道における騒音に係る環境基準の達成状況を把握した。

・委託事業：自動車騒音常時監視に係る測定・面的評価実施業務

委託期間：平成28年４月22日～平成29年３月17日

委託金額：1,188,000円

委 託 先：（株）総合環境計画大阪支社

業務内容：自動車騒音測定結果、道路構造及び沿道の建物状況等のデータを用いて、沿道の騒音状況を推計し、騒音に係る環境基準の達成状況を評価した。また、次年度の評価に向け自動車騒音を測定した。
（委託料） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　（単位：千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予　算　額
	0
	0
	0
	2,165
	2,165

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,167
	1,167

	２７
	予　算　額
	0
	0
	0
	2,163
	2,163

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,058
	1,058

	２８
	予　算　額
	0
	0
	0
	2,211
	2,211

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,188
	1,188


５　航空機騒音調査　

航空機騒音に係る環境基準の達成状況を把握するため、大阪国際空港周辺の航空機騒音を自動測定装置を用いて通年測定を行うとともに、大阪国際空港及び関西国際空港周辺において短期測定を行った。

(1)　大阪国際空港

①　通年測定

ア　豊島温水プール（豊中市服部西町５－１－１）

空港敷地南端から約1.6㎞　飛行コース直下

イ　野田センター（豊中市野田町１－２）

空港敷地南端から約2.7㎞　飛行コースほぼ直下

ウ　西三国センター（大阪市淀川区十八条３－１－65）

空港敷地南端から約4.6㎞　飛行コース側方0.3㎞

②　短期測定

ア　調査期間：平成28年10月25日～28日

イ　調査場所：勝部遺跡収蔵庫前（豊中市勝部２）

池田市下水処理場（池田市ダイハツ町３）

(2)　関西国際空港

短期測定　

・委託事業：関西国際空港周辺の航空機騒音実態調査業務

委託期間：平成28年７月20日～平成29年２月10日

委託金額：1,836,000円

委 託 先：（株）CTIウイング

調査場所：二色の浜公園　（貝塚市澤）

小島総合集会所（岬町多奈川小島）

（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　（単位：千円）

	年　度
	区分
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	0
	0
	0
	1,934
	1,934

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,934
	1,934

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	1,890
	1,890

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,890
	1,890

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	2,763
	2,763

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,836
	1,836


６　騒音振動の検査分析等

騒音・振動・低周波音の対策等の検討のための検査分析及び市町村等において技術的に対応困難な騒音等の検査分析の支援を行った。また、苦情の受付や、市町村等からの相談に対する技術的助言を行った。

	年度
	苦情・相談件数
	測定機器等貸出
	検査分析支援

	２６
	577
	19
	17

	２７
	681
	14
	14

	２８
	459
	22
	23


根拠法令　　　騒音規制法

振動規制法

大阪府生活環境の保全等に関する条例

７　子ども施設地域共生応援事業

保育所や幼稚園等の子ども施設における騒音苦情を未然に防止し、施設と地域との共生を目指すため、内閣府の交付金を活用し、有識者や関係団体の意見も踏まえて施設関係者向けに「子ども施設環境配慮手引書」を作成するとともに、「子ども施設と地域との共生シンポジウム（平成29年２月21日）」を開催し、広報啓発を行った。

・委託事業：子ども施設地域共生応援事業（公募型プロポーザル方式）

契約期間：平成28年６月30日～平成29年３月17日

契約金額：9,687,600円

委託先：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 大阪

（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	11,493
	0
	0
	0
	11,493

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	繰越額
	11,493
	0
	0
	0
	11,493

	２８
	予算額
	11,493
	0
	0
	0
	11,493

	
	決算額
	9,688
	0
	0
	0
	9,688
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